[bookmark: _Hlk170722941]SNSを活用した施策の効果検証業務委託プロポーザル実施要領

１．業務名　SNSを活用した施策の効果検証業務委託

２．業務概要
（１）業務内容　　　別添「SNSを活用した施策の効果検証業務委託仕様書」のとおり
（２）業務委託場所　長崎県東彼杵郡川棚町
（３）履行期間　　　契約締結日から令和7年3月21日まで
（４）業務目的　　　移住者・関係人口の創出や、観光誘客を目的とした施策の効果検証し、次期施策への展開を図るため、SNSを活用し、インターネット上に存在する様々な意見を広く収集し、分析する本事業を実施する。
（５）提案上限額　　935,000円（消費税及び地方消費税含む）
※見積額はこの金額を超えてはならない。この金額は契約時の予定価格とは異なるものであることに留意すること。
（６）契約方法　　　プロポーザル方式による随意契約
（７）書類提出先、問い合わせ先等
下記10に記載

３．参加資格
本業務の提案に参加を希望するものは、次の参加要件を全て満たすものとする。
（１）地方自治法施行令(昭和22 年政令第16 号)第167 条の4 の規定のほか、次に掲げるものに該当しない者であること。
①会社更生法(平成14 年法律第154 号)に規定する更生手続きの適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生計画認可の決定がされていない者であること。
②民事再生法(平成11 年法律第225 号)に規定する再生手続の適用を申請した者で同法に基づく裁判所からの再生計画認可の決定がされていない者であること。
（２）国税及び地方税の滞納がないこと。
（３）暴力団員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3 年法律第77号)第2 条第6 号に規定する暴力団員(以下同じ。))又は暴力団関係事業者(暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第2 号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。)に該当しない者であること。




４．プロポ―ザルの日程
	日程
	内容

	[bookmark: _GoBack]令和6年7月10日～7月22日
	参加申込書・質問書の受付期間

	令和6年7月22日
	質問の回答期日

	令和6年7月23日
	資格審査結果通知

	令和6年7月31日
	企画提案書提出期限

	令和6年8月2日
	企画提案書書類審査

	令和6年8月7日
	審査結果通知（予定）



５．参加申込
（１）提出書類
① 参加申込書【様式１】
② 会社概要書【様式２】
③ 協力会社概要書【様式３】
※業務遂行のため、社外の協力を求める場合のみ作成すること
④ 納税証明書
　　　 ※国税：税務署長が発行する納税証明書（その３の３）
都道府県税：所在地の県税納税証明
市町村税：所在地の市町村納税証明書　計3種類を提出すること。
（２）提出期間
令和6年7月22日（月）まで
（３）提出先
下記10に記載
（４）提出方法
① 持込の場合は、平日9時00分～17時00分に持ち込むこと。
② 郵送の場合は、令和6年7月22日（月）必着。
（５）辞退
参加申込書を提出した後、都合により辞退する場合は、速やかに辞退届【様式任意】を持込又は郵送により提出すること。

６．質問
　（１）提出書類
　　　　質問票（様式第４号）
　（２）提出方法
　　　　下記10に記載の電子メール（kizai@town.kawatana.lg.jp）に限る。
送信後、電話により受信の確認をすること。件名は次のとおりとすること。
件名：【質問】プロポーザルに関する質問（事業者名）
　（３）提出期限
　　　　令和６年7月22日（月）まで
　（４）回答
　　　　令和６年7月22日（月）までに、参加資格を有する事業者全員に電子メールにて送信する。

７．参加資格の確認
川棚町は、参加申込を行った者について、参加資格要件に基づき資格を審査し、令和6年7月23 日（火）までに、参加資格確認結果通知書を電子メールで通知する。

８．失格に関する事項
参加申込者は、以下のいずれかに該当した場合は、失格又は無効とする。
（１）実施要領に定める参加資格を満たさない場合
（２）実施要領に定める手続きを遵守しない場合
（３）提出書類に虚偽の記載をした場合
（４）提出書類に不備がある場合（軽微な場合を除く）
（５）審査の公平性に影響を与える行為があった場合

９．企画提案書等の作成及び提出
（１）提出期限　　令和６年７月３１日（水）までに必着
（２）提 出 先　　下記10に記載
（３）提出方法　　持参又は郵送
（４）提出部数　　各５部（正本１部、副本4部）
（５）提出書類一覧
	事項
	備考

	企画提案書（任意様式）
	・SNSを活用した施策の効果検証業務委託仕様書をふまえて作成すること。
・１者につき１提案までとする。

	業務推進体制（任意様式）
	・本業務に配置する予定者全員について、記載すること。

	見積書（任意様式）
	・費用を積算し、金額を提示すること。また、積算の内訳書を添付すること。


　（６）留意事項等
　　　①　企画提案書は、参加資格を有すると認められた者のみが提出することができる。
　　　②　提案書は任意様式（A4、両面印刷、枚数不問）とする。
　　　③　文字の大きさは11ポイント以上を使用すること。
④　企画提案書は1者1提案までとする。
　　　⑤　企画提案書を受理した後の追加及び修正は認めない。
　　　⑥　的確に審査するため、企画提案書には会社名など提案者が特定される情報は記載しないこと。

10．提出先・問い合わせ先
　　　〒859-3692　長崎県東彼杵郡川棚町中組郷1518番地1
川棚町役場 企画観光課　太田、須川
　　　　　　　　 　　TEL　0956-82-6116
                 　　Mail  kizai@town.kawatana.lg.jp

11．企画提案の審査
（１）優先交渉権者の選定
①　（4）の審査基準に基づき、審査委員会による審査を行い、合計点が最も高い事業者を優先交渉権者として選定する。ただし、見積価格が提案上限額を超えている場合は、選定から除外する。
最高点の者が複数いる場合は、提案金額の安価な者を優先交渉権者とする。なお、提案金額が同一であった場合には、審査委員合議のうえ決定する。
②　審査は、プロポ―ザル参加資格を得た者で企画提案書を提出した者を対象とし、書類審査により行い、プレゼンテーションによる審査は実施しない。
③　審査の経緯・内容に関する問い合わせには一切回答しない。
　（２）次点交渉権者の選定
　　　　優先交渉権者の企画提案参加資格が取り消された場合は、次に合計点が高い事業者を繰り上げるものとする。
　（３）その他
①　企画提案が１者であった場合でも審査を行い、評価点の平均点が60点を超えた場合には優先交渉権者とする。
②　プロポーザルの選定結果（優先交渉権者名及び次点交渉権者名）は全ての企画提案参加者に書面により通知する。













　（４）審査基準
	審査項目
	評価基準
	配点

	業務実績・実施体制
	過去５年以内に同種・類似業務の実績はあるか
	10

	
	業務の実施体制とスケジュールは適正か
	10

	
	業務への熱意・意欲・責任感が感じられるか
	10

	企　画提案に対する評価
	業務内容の理解
	仕様書を元に業務内容を十分に理解しているか
	10

	
	企画力
	移住施策や観光施策に関する先駆的な知見を有しているか
	10

	
	
	川棚町の現状、特徴、魅力などを理解しているか
	5

	
	
	事業目的の達成のために、提案された分析手法が効果的・効率的なものであるか
	15

	
	
	移住者や観光客の増加につながる施策提案として期待できるか
	20

	見積金額の評価
	業務に対して見積金額が適切か
	10

	合計
	100



12．契約締結
（１）優先交渉権者と、業務内容、契約金額、契約条件等について協議及び調整が整ったときに、予算の範囲内で契約を締結する。
（２）上記により、優先交渉権者と協議及び調整が整わなかったときは、次点交渉権者と契約に向けた協議及び調整を行い、予算の範囲内で契約を締結する。

13．留意事項・その他
（１）提出書類については、選定後においても返却しない。
（２）提出書類の提出期限後の変更、再提出は認めない。
（３）提出書類作成等、参加に際して要した費用は、事業者の負担とする。
（４）提出された企画提案書等に虚偽の記載があった場合は、失格とする。
（５）川棚町情報公開条例（平成１７年条例第３７号）に基づき、提出された企画提案書等を公開する場合がある。
（６）優先交渉権者は企画提案書の内容を適切に反映した特記仕様書を作成し、打ち合わせ協議を行い、必要に応じ内容の追加、変更又は削除等を行い、業務内容を決定する。
